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Ⅰ．平成２１年分政治資金収支報告の概要について

　１．総務大臣分

（１） 収支報告書の提出状況

届 出 団 体 数 提 出 団 体 数 提 出 率

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ（％）

平 成 ２ １ 年 204 202 99.0

平 成 ２ ０ 年 175 175 100.0

平 成 ２ １ 年 9 9 100.0

平 成 ２ ０ 年 8 8 100.0

平 成 ２ １ 年 195 193 99.0

平 成 ２ ０ 年 167 167 100.0

平 成 ２ １ 年 179 177 98.9

平 成 ２ ０ 年
－ － －

平 成 ２ １ 年 4 4 100.0

平 成 ２ ０ 年 4 4 100.0

平 成 ２ １ 年 208 206 99.0

平 成 ２ ０ 年 179 179 100.0

平 成 ２ １ 年 3,888 3,287 84.5

平 成 ２ ０ 年 4,083 3,471 85.0

平 成 ２ １ 年 748 701 93.7

平 成 ２ ０ 年
－ － －

平 成 ２ １ 年 4,096 3,493 85.3

平 成 ２ ０ 年 4,262 3,650 85.6

平 成 ２ １ 年 927 878 94.7

平 成 ２ ０ 年
－ － －

（注）１　「届出団体」とは、収支報告書提出義務団体であり、当該年中に解散した団体も含まれる。

２　「政党支部」は、総務大臣届出分であり、都道府県選管届出分は含まれない。

区 分

政 党

政治資金団体

小　　　　計

政 党 本 部

政 党 支 部

うち国会議員
関係政治団体

政 党 等

そ の 他 の 政 治 団 体

合 計

うち国会議員関係
政治団体

うち国会議員関係
政治団体
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２．都道府県選挙管理委員会分

（１） 収支報告書の提出状況

届出団体数 提出団体数 提出率

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ（％）

平成２１年 8,583 8,362 97.4

平成２０年 8,736 8,533 97.7

平成２１年 807 796 98.6

平成２０年 － － －

平成２１年 54,018 49,972 92.5

平成２０年 55,888 50,751 90.8

平成２１年 1,711 1,649 96.4

平成２０年 － － －

平成２１年 62,601 58,334 93.2

平成２０年 64,624 59,284 91.7

平成２１年 2,518 2,445 97.1

平成２０年 － － －

（注）１　「届出団体」とは、収支報告書提出義務団体であり、当該年中に解散した団体も含まれる。

２　「政党支部」は、都道府県選管届出分であり、総務大臣届出分は含まれない。

う ち 国 会 議 員
関係政治団体

区 分

合　　　計

その他の政治団体

政　党　支　部

う ち 国 会 議 員
関係政治団体

う ち 国 会 議 員
関係政治団体
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Ⅱ 平成21年分政治資金監査報告書の概要について 

(1) 全体概要

提出された政治資金監査報告書を記載内容ごとに分類すると、その割合は下図のとおり

(2) 参考事例

○ 政治資金監査報告書に係る事例

・ 政治資金監査マニュアルで示された記載例によらずに、まったく任意の様式に

より作成されていたものが見受けられた。

・ あて名が政治団体の名称の略称となっていたものが見受けられた。

・ あて名が国会議員関係政治団体の名称以外のものとなっていたものが見受けら

れた。

・ 監査人名が自署ではないものが見受けられた。

・ 監査人の押印がされていないものが見受けられた。

・ 主たる事務所以外で監査を実施した場合の理由が明確でないものが見受けられ

た。

・ 「１ 監査の概要」（１）及び（３）に記載される政治資金監査の対象となる書

類の記載について、記載例で示したすべての書類を列挙していないものが相当数

見受けられた。

・ 「１ 監査の概要」（１）及び（３）に記載される政治資金監査の対象となる書

類が列挙されず、「１ 監査の概要」（１）で定義された「会計帳簿の関係書類」

等と記載されたものや「会計帳簿等の必要書類」と記載されたものが見受けられ

た。

・ 「２ 監査の結果」（１）の保存書類と「２ 監査の結果」（３）の収支報告書

91.1%

2.2%
6.4%

0.3%

政治資金監査の対象となった事項につ

いてすべて確認できたもの

会計帳簿に不備があったもの

会計帳簿と突合を行う書面が存在しな

かったもの

会計帳簿に不備があり、会計帳簿と突

合を行う書面が存在しなかったもの
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の基礎となる書類の記載が異なるものが見受けられた。 

・ 「２ 監査の結果」（１）の保存書類と「２ 監査の結果」（３）の収支報告書

の基礎となる書類の記載について、領収書等を徴し難かった支出の明細書及び振

込明細書の記載があるにもかかわらず徴難明細書等の記載がなく、「２ 監査の

結果」（４）の項目記載もないものが見受けられた。

・ 「２ 監査の結果」（２）の会計帳簿の支出の状況の記載について、記載不備が

ある記載事項の種類が記載されていないもの等が見受けられた。

・ 「２ 監査の結果」（４）領収書等を徴し難かった支出の明細書の記載について、

その項目記載がないものが相当数見受けられた。

・ 政治資金監査報告書における指摘はないが、収支報告書に記載されている支出

に係る領収書等や徴難明細書等の添付漏れがあるものが見受けられた。

・ 領収書等の亡失等があるにもかかわらず、亡失等一覧表を添付していないもの

が見受けられた。

○ その他の事例

・ 収支報告書に添付して提出される領収書等の写しの編纂が整理されていないも

のが見受けられた。

・ そもそも監査報告書の提出義務を知らない団体があった。
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 Ⅲ 政治資金監査を行うに当たっての留意点等について 

 

[① 業務制限]

➢ 自ら作成・徴取した収支報告書及び会計帳簿等の関係書類について、自ら政治資金

監査を行うことは適当でない。

（➪ テキストＰ32 ７．）

参考事例 

○ 登録政治資金監査人が自ら会計責任者を務める国会議員関係政治団体の政治資金監

査を実施し、収支報告書に併せて政治資金監査報告書を提出しようとした事例

参照 Ｑ＆Ａ Ⅱ－1 会計責任者の職務代行者であった者による政治資金監査 

Ⅱ－2 会計責任者の職務を補佐していた者による政治資金監査 

➢ 政治資金監査を行った者の氏名は、政治資金監査報告書において明らかとなる。

（➪ テキストＰ32 ７．）

[② 登録政治資金監査人の秘密保持義務]

➢ 秘密保持義務は、登録政治資金監査人であった者、登録政治資金監査人の使用人その

他の従業者、また、これらの者であった者に対しても課せられる。

（➪ テキスト P33 11．）

➢ 秘密保持義務に違反した場合、各士業法に規定する信用失墜行為として懲戒処分の対

象となり得る。

（➪ テキスト P34 12．）

１ 登録政治資金監査人（テキストⅡ章関連） 
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[政治団体の区分に異動があった場合の留意事項] 

➢ 国会議員関係政治団体であった期間がある政治団体は、当該期間のみならずその年

の全期間にわたって政治資金監査を受けなければならない。

（➪ テキスト P38 ５．）

➢ １２月３１日又は解散等により政治団体でなくなった日において、国会議員関係政

治団体に該当しない政治団体が、その年に収入及び支出がない場合については、その

年に係る政治資金監査を受ける必要はない。

（➪ テキスト P38 ５．）

参考 

○ 国会議員関係政治団体は、収入及び支出がない年に係る政治資金監査を受ける必要が

あるのか？

→ 国会議員関係政治団体は、収入又は支出の有無にかかわらず、政治資金監査を受けな

ければならない。

➢ 政治資金監査は、収支報告書及び会計帳簿等の関係書類の作成・徴取義務の対象と

なる支出の範囲で行うこと。

（➪ テキスト P39 ７．・８．）

[① 政治資金監査の実施場所]

➢ 政治資金監査は、原則として、国会議員関係政治団体の主たる事務所で行わなけれ

ばならない。そうでない場合は、政治資金監査報告書においてその理由を明らかにし

た上で、政治資金監査を実施した場所を特定しなければならない。

（➪ テキスト P41 ３．）

[② 現物・全数調査]

➢ 政治資金監査は、全数を調査し、現物を確認しなければならない。

（➪ テキスト P40 ２．・P42 ４．）

参照 Ｑ＆Ａ Ⅳ－1 電子データにより作成された書類の現物の確認 

３ 一般監査指針（テキストⅣ章関連） 

２ 国会議員関係政治団体（テキストⅢ章関連） 
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[③ 政治資金監査契約]

➢ 政治資金監査対象年の開始前又は年の途中において契約を締結しても差し支えない。

（➪ テキスト P42 ６．）

➢ 政治資金監査契約書は、政治資金監査契約書において規定すべき事項を踏まえ、当事

者間で定めること。

（➪ テキスト P43 ８．）

参照 Ｑ＆Ａ Ⅳ-15 政治資金監査契約書のひな形 

[④ 政治資金監査の経費]

➢ 政治資金監査の経費については、登録政治資金監査人と国会議員関係政治団体の両者

の合意の上、定めること。

（➪ テキスト P44 13．・14．）

参照 Ｑ＆Ａ Ⅳ-７ 政治資金監査報酬の指針 

[⑤ 使用人等の監督等]

➢ 登録政治資金監査人は、使用人等又はこれらであった者にも秘密保持義務が課される

旨の指導をする必要がある。

（➪ テキスト P45 18．）

参照 Ｑ＆Ａ Ⅳ-11 使用人等の資格 

Ⅳ-13 使用人の使用に係る業務委託契約 

[① 法第１９条の１３第２項第２号に掲げる事項]

➢ 効率的に政治資金監査を行うことや領収書等の写しの提出漏れを防ぐことに資する

ため、領収書等を整理するように会計責任者等に助言すること。

➢ 領収書等に、必要記載事項が記載されていることを確認すること。

（➪ テキスト P48 ４．）

４ 個別監査指針（テキストⅤ章関連） 
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参考事例 

○ 収支報告書と併せて提出された領収書等の写しに「年月日」が記載されておらず、

選挙管理委員会の形式審査で不備を指摘された事例 

 

○ 領収書等の印字が薄く、必要記載事項が判読できない事例 

→ 必要記載事項が判読できない場合、会計責任者が当該領収書等の発行者に対し記載

の追加や再発行を要請するなどし、必要記載事項が記載された領収書等を備えるよう、

会計責任者に求めること。 

 

○ 徴取した領収書等に記載不備がある場合、会計責任者が必要記載事項を領収書等に

追記しようとした事例 

→ 領収書等は、支出を受けた者が発行するものであることから、国会議員関係政治団

体において追記することは適当ではなく、発行者に対して追記や再発行を求めること

になる。 

 

➢ 振込明細書がある場合は、支出目的書を作成する必要がある。振込明細書を亡失等 

した場合は、徴難明細書を作成する必要がある。 

（➪ テキスト P49 ７．） 

 

参照 Ｑ＆Ａ Ⅴ-31 振込明細書のない場合 

 

➢ 高額領収書等のあて名等が、当該国会議員関係政治団体に対して発行されたと推認 

されない場合は、会計責任者等に確認を求めること。 

（➪ テキスト P50、51 10．～13．） 

 

➢ 高額領収書等のうち、発行者情報がない場合又は不明確な場合は、会計責任者等に 

確認すること。 

 

参考事例 

○ 高額領収書等に必要記載事項はそろっているが、発行者に関する記載がない事例 

 

➢ 記載不備のある領収書等は、発行者情報を含む当該領収書等の記載事項と当該支出 

に係る会計帳簿の記載事項が整合的であるか確認すること。 

（➪ テキスト P53 18．） 

 

➢ 記載不備のある領収書等は、当該支出の内容を示す請求書等の書類と併せて、当該 

支出に係る会計帳簿の記載事項が整合的であるか確認すること。 

（➪ テキスト P53 18．） 

 

➢ 会計帳簿には、すべての支出について、支出を受けた者の住所を記載する必要がある。 

（➪ テキスト P52 16．） 
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➢ 会計帳簿が、会計責任者の管理下にあるか確認すること。

（➪ テキスト P58 22．）

参考事例 

○ 会計帳簿が普段会計責任者のいない場所（議員会館など）に保管されている事例

[② 法第１９条の１３第２項第３号に掲げる事項]

➢ 会計帳簿から、収支報告書に記載すべき事項が漏れなく転記されているか確認する

こと。

（➪ テキスト P58 24．）

参考事例 

○ 収支報告書に記載されている支出と添付されている領収書等の写しで金額や日付が

一致しないため、選挙管理委員会の形式審査で不備を指摘された事例

➢ 収支報告書に計算誤りがないか確認すること。

（➪ テキスト P59 26．）

参考事例 

○ 収支報告書の小計や合計の計算誤りが多数見受けられた事例

➢ 収支報告書の様式は、政治資金規正法施行規則において定められている。

参考事例 

○ 収支報告書が完成しておらず、支出の部分の様式に代えて他の書類を添付して提出

しようとしたため、選挙管理委員会の形式審査で不備を指摘された事例

[③ 法第１９条の１３第２項第４号に掲げる事項]

➢ 一度発行された領収書等の亡失等は、領収書等を徴し難い事情に該当しない。

（➪ テキスト P60 29．）

参考事例 

○ 領収書等を徴し難かった事情を「領収書等を紛失したため」、「事務所が盗難被害

にあったため」、「感熱紙に印字されたレシートの文字が消えたため」としている事

例
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➢ 支出項目の区分の分類に疑義がある場合は、会計責任者等に確認すること。

（➪ テキスト P64 10．）

➢ 高額領収書等のあて名が当該国会議員関係政治団体に対して発行されたことが推認さ

れない場合は、会計責任者等に確認すること。

（➪ テキスト P65 14．）

➢ 政治資金監査を行った事務所が、当該国会議員関係政治団体以外の活動にも使用され

ている場合は、経費をどのようにあん分しているかを会計責任者等に確認すること。

（➪ テキスト P66 17．）

➢ 花輪、供花、香典、祝儀その他これらに類する支出については、これらの支出に公職

選挙法に抵触する支出が含まれていないことを会計責任者等に確認すること。

（➪ テキスト P66 19．）

政治資金規正法では、寄附に関する種々の制限が規定されている（テキスト P12～P16）。 

 また、国会議員並びに地方公共団体の議会の議員及び長の選挙制度を定めた法律であ

る公職選挙法においても、寄附に関する制限が規定されている（テキスト P67～P68）。 

公職選挙法において、公職の候補者が選挙区内にある者に対してする寄附については、

選挙に関するものかどうかを問わず、また名義を問わず、原則として寄附をしてはなら

ない。 

国会議員関係政治団体についても、当該国会議員関係政治団体が推薦等する公職の候

補者の選挙区または選挙の行われる区域内の者に対して、原則として寄附をしてはなら

ない。特に、花輪、供花、香典、祝儀その他これらに類するものを寄附することは禁止

されている。 

 例えば以下のような事例は、公職選挙法で禁止されている寄附に該当すると考えられ

る。 

・選挙区内の町内の老人会に設立記念としてお祝いを出すこと

・選挙区内のスポーツ大会等へお祝いを出すこと

・選挙区内にある者へ新築祝いを出すこと

なお、寄附の禁止規定に違反した場合には、罰則も規定されている。 

参照 公職選挙法第 199 条の 2、第 199 条の 5、第 249 条の 2、第 249 条の 5 

５ 会計責任者等に対するヒアリング（テキストⅥ章関連） 

公職選挙法の基礎知識 
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６ 政治資金監査報告書（テキストⅦ章関連）  

[① 日付]

➢ 政治資金監査報告書の日付は、他の書類と整合性がとれていなければならない。

（➪ テキスト P70 ７．）

参考事例 

○ 政治資金監査報告書の日付が宣誓書より後の日付となっている事例

→ 宣誓書は、収支報告書及び収支報告書と併せて提出される書類が政治資金規正法に

従って作成され、真実の記載がされていることを誓う文書であるから、宣誓書の日付

は、政治資金監査報告書の日付以降になる。

○ 領収書等が発行された日付が政治資金監査報告書の日付よりも後の日付になってお

り、選挙管理委員会の形式審査で不備を指摘された事例

→ 政治資金監査報告書は、登録政治資金監査人が自らの責任において政治資金監査が

終了したと判断したときの日付を記載するので、領収書等が発行された日付が政治資

金監査報告書の日付よりも後の日付になることはない。

[② あて先]

➢ 政治資金監査報告書のあて先は、当該国会議員関係政治団体の代表者とすること。

（➪ テキスト P70 ８．）

参考事例 

○ 政治資金監査報告書のあて先に、国会議員関係政治団体の代表者ではない国会議員

名、国会議員関係政治団体の名称に正式名称ではない略称が記載されていた事例

→ 政治団体の正式名称及び代表者の氏名は政治団体の設立に当たって、総務大臣又は

都道府県選挙管理委員会に届け出ることとされているため（法第６条参照）、その届

け出た名称及び代表者の氏名を確認すること。

[③ 自署押印]

➢ 登録政治資金監査人は、作成した政治資金監査報告書に自署し、かつ押印しなければ

ならない。

（➪ テキスト P70 ９．）

参考事例 

○ 政治資金監査報告書に登録政治資金監査人の名前が記名押印されていた、又は記名

のみがされていたため、選挙管理委員会の形式審査で不備を指摘された事例
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[④ 「１ 監査の概要（１）（３）」政治資金監査の対象]

➢ 政治資金監査の対象書類は、政治資金規正法に規定されている。

（➪ テキスト P70 13．）

（記載例） 

１ 監査の概要 

（１）私は、政治資金規正法（以下「法」という。）第１９条の１３第１項の規定に基づき、○○○

○（国会議員関係政治団体名）の平成×年に係る法第１２条第１項に規定する収支報告書のすべ

ての期間を対象として、当該収支報告書並びに当該収支報告書に係る会計帳簿、明細書、領収書

等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書について、支出に関する政治資金監

査を行った。 

（３）私の責任は、外部性を有する第三者として、国会議員関係政治団体の会計責任者の作成又は徴

取した収支報告書並びに当該収支報告書に係る会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難

かった支出の明細書等及び振込明細書について、政治資金監査マニュアルに基づき政治資金監査

を行った結果を報告することにある。 

参考事例 

○ 「２ 監査の結果(1)」に記載例で示したすべての書類を列挙しておらず、保存され

ていることを確認した書類だけを記載していた事例

→ 「１ 監査の概要(1)、(3)」に記載する政治資金監査の対象となった書類について

は、政治資金監査の対象となる書類や会計責任者に作成・徴取義務がかかる書類につ

いて、その有無も含めて確認したことを明確にする観点から、当該書類の現実の有無

にかかわらず、「当該収支報告書並びに当該収支報告書に係る会計帳簿、明細書、領

収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書」とすべて記載する

こと。

[⑤ 「１ 監査の概要（１）」収支報告書の根拠規定]

➢ 政治団体が解散等したときに提出する収支報告書の根拠規定は法第１７条第１項であ

ること。

（➪ テキスト P74 政治資金監査報告書記載例）

（記載例） 

１ 監査の概要 

（１）私は、政治資金規正法（以下「法」という。）第１９条の１３第１項の規定に基づき、○○○

○（国会議員関係政治団体名）の平成×年に係る法第１７条第１項に規定する収支報告書のすべ

ての期間を対象として、当該収支報告書並びに当該収支報告書に係る会計帳簿、明細書、領収書

等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書について、支出に関する政治資金監

査を行った。 
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参考事例 

○ 政治団体の解散に伴う収支報告書についての政治資金監査報告書に「法第１２条第

１項に規定する収支報告書」と記載した事例

→ １２月３１日現在で、その年における収支を報告する収支報告書について政治資金

監査を実施した場合は、「法第１２条第１項に規定する収支報告書」とし、政治団体が

解散等したときに作成・提出する収支報告書について政治資金監査を実施した場合は、

「法第１７条第１項に規定する収支報告書」とする。

[⑥ 「１ 監査の概要（４）」政治資金監査の実施場所]

➢ 政治資金監査の実施場所が主たる事務所と異なる場合は、その理由を具体的に記載し、

実施場所を特定すること。

（➪ テキスト P74 政治資金監査報告書記載例）

（記載例）○○○○（国会議員関係政治団体名）の従たる事務所で行った場合 

（４）この政治資金監査は、○○○○（国会議員関係政治団体名）の主たる事務所の作業スペース

の不足により円滑な政治資金監査の実施が困難であると○○○○（登録政治資金監査人名）が

判断したため、○○○○（国会議員関係政治団体名）の従たる事務所（東京都××区××町×

×番地）において行った。 

参考事例 

○ 主たる事務所と異なる場所において政治資金監査を行った場合に、その理由が記載さ

れていない事例

○ 主たる事務所と異なる場所を主たる事務所として監査報告書に記載し、その事実が

新聞に報道された事例

○ 主たる事務所と異なる場所において政治資金監査を行った場合の理由について、「効

率的な実施のため」と記載されている事例

→ 主たる事務所とは、政治団体の政治活動の中心となる場所とされており、通常は関

係書類が整理して保存されているなど、政治資金監査を効率的に実施できると想定さ

れる。したがって、主たる事務所以外の場所で政治資金監査を行った場合には、主た

る事務所で行う場合よりも「なぜ効率的なのか」等について理由を具体的に記載する

必要がある。

[⑦ 「２ 監査の結果（１）」保存書類]
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➢ 「２ 監査の結果（１）」には、登録政治資金監査人が保存を確認することができた

書類を記載すること。 

（➪ テキスト P72） 
 

（記載例）振込明細書が存在しなかった場合 
 

（１）法第１９条の１３第２項第１号に規定する事項について、会計帳簿、明細書、領収書等及び

領収書等を徴し難かった支出の明細書が保存されていた。 

   なお、振込明細書を必要とする支出はなく、振込明細書は存在しなかった。 

 

参考 

 領収書等を徴し難かった明細書等とは、領収書等を徴し難かった明細書及び振込明細書

に係る支出目的書をいう。また、領収書等を徴し難かった支出の明細書又は振込明細書に

係る支出目的書のいずれかしか存在しない場合は、当該保存されている書類を記載するこ

と。 
 

参考事例 

○ 支出が計上されていないにもかかわらず、政治資金監査報告書には、保存を確認し

た書類として「領収書等」や「領収書等を徴し難かった支出の明細書等」が記載さ

れている事例 

→ 会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明

細書のうち、保存を確認したものを記載する。 
 

 

[⑧ 「２ 監査の結果（２）」会計帳簿の支出の状況] 

 

➢ 会計帳簿の記載不備がある場合は、「２ 監査の結果（２）」で指摘する。 

（➪ テキスト P76 政治資金監査報告書記載例（２）） 
 
参考事例 

○ 「法第１９条の１３第２項第２号に規定する事項について、会計帳簿には、当該国

会議員関係政治団体に係るその年における収入の状況が記載され、かつ、当該国会議

員関係政治団体の会計責任者が当該会計帳簿を備えていた。」と記載されている事例 
→ 政治資金監査は支出を対象とするので、収入の状況の記載を確認する必要はない。 

 
○ 記載不備がある記載事項の種類が記載されていない事例 
→ 支出を受けた者の氏名及び住所並びにその支出の目的、金額及び年月日等の会計帳

簿の記載事項の種類を記載する。 
 

（記載例）住所の記載がなかった場合 
 

（２）法第１９条の１３第２項第２号に規定する事項について、会計帳簿には、住所の記載不

備が一部に見られたものの、当該国会議員関係政治団体に係るその年における支出の状況

が記載され、かつ、当該国会議員関係政治団体の会計責任者が当該会計帳簿を備えていた。 
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[⑨ 「２ 監査の結果（３）」収支報告書の支出の状況の表示の基礎となる書類]

➢ 「２ 監査の結果（３）」は、収支報告書の支出の状況が、会計帳簿等関係書類のど

の書類を基に表示されていたかを記載する。

（➪ テキスト P72）

（記載例）振込明細書が存在しなかった場合 

（３）法第１９条の１３第２項第３号に規定する事項について、法第１２条第１項に規定する収支

報告書は、会計帳簿、明細書、領収書等及び領収書等を徴し難かった支出の明細書に基づいて

支出の状況が表示されていた。 

参考事例 

○ 監査報告書に「２ 監査の結果（３）」の項目が記載されていない事例

→ 支出がなく、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込

明細書が存在しなかった場合でも、会計帳簿に基づいて支出の状況が表示されている

ことを確認する。

[⑩ 「２ 監査の結果（４）」領収書等を徴し難かった支出の明細書等]

➢ 領収書等を徴し難かった支出の明細書等が存在しなかった場合の記載方法

（➪ テキスト P72）

（記載例）領収書等を徴し難かった支出の明細書等が存在しなかった場合 

（４）法第１９条の１３第２項第４号に規定する事項について、領収書等を徴し難かった支出の明

細書等は、存在しなかった。 

参考事例 

○ 監査報告書に「２ 監査の結果（４）」の項目が記載されていない事例

→ 監査報告書の「２ 監査の結果(１)(３)」の記載等から領収書等を徴し難かった支

出の明細書等が作成されていないことが推測される場合もあるが、領収書等を徴し難

かった支出の明細書等が存在しなかった場合には、その旨を記載すること。

○ 監査報告書の「２ 監査の結果（１）(３)」において、振込明細書が保存されてい

ることを確認しているにも関わらず、「２ 監査の結果(４)」の項目が記載されてい

ない事例

→ 領収書等を徴し難かった支出の明細書等には、振込明細書に係る支出目的書も含ま

れる。
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（記載例）領収書等を徴し難かった支出の明細書が存在せず、振込明細書が存在した 

場合 

 

（４）法第１９条の１３第２項第４号に規定する事項について、振込明細書に係る支出目的書は、

保存されていた。また、領収書等を徴し難かった支出の明細書は存在しなかった。 

 

 [⑪ 領収書等亡失等一覧表] 

 

➢ 領収書等亡失等一覧表の提出を会計責任者に求めた場合、政治資金監査報告書の記載

例（３）で別記を記載する。 

（➪ テキスト P78、79） 

 

➢ 領収書等亡失等一覧表には、国会議員関係政治団体である間に行った人件費以外の経

費で１万円を超える支出については、当該支出を受けた者の氏名及び住所を備考欄に記

載する。 

（➪ テキスト P80） 

 

参考事例 

○ 領収書等の徴取漏れ又は亡失の事実がないにもかかわらず、（別記）に「別添の領

収書等亡失等一覧表」と記載している事例 

 

○ 領収書等の徴取漏れ又は亡失の事実があるにもかかわらず、領収書等亡失等一覧表

が作成されていない事例 

 
○ 領収書等亡失等一覧表に記載されている人件費を除く１件１万円を超える支出につ

いて、当該支出を受けた者の氏名及び住所を「備考」欄に記載していない事例 
→ 領収書等の徴取漏れ又は亡失の事実がある人件費を除く１件１万円を超える支出に

ついては、当該支出を受けた者の氏名及び住所を「備考」欄に記載する。 
 

 

[⑫ その他] 

 

収支報告書のインターネットによる公表を実施している一部の所管庁から、政治資金監

査報告書について、「のり付け等の製本をして提出される事例があるが、一枚ずつばらば

らにして電子データ化する必要があるため、製本しないで提出していただきたい。」とい

う意見があるため、留意すること。 
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会計責任者が政治資金監査報告書とともに収支報告書を総務省又は都道府県選挙管理委

員会に提出した後に、政治資金監査報告書を訂正すべき事情が生ずる場合や収支報告書の

訂正が行われる場合等の対応については、以下のとおりであることから、留意すること。 

 

  

７ 収支報告書の提出後に生じた事情とその対応 

政治資金監査において、登録政治資金監査人に対し 

会計責任者等が示した書類又は説明した内容の変更 

なし 

（例：政治資金監査報告書の 

   誤字・脱字等） 

あり 

政治資金監査報告書の「訂正願」 

 及び 

訂正後の「政治資金監査報告書」 

 

を提出 

収支報告書の訂正 

あり 

訂正後の支出全体の状況について 

報告する「訂正後の支出状況に係る政治 

資金監査報告書」 

 

 で確認した結果を報告 

訂正後の支出全体の状況について報告する 

「訂正後の支出状況に係る政治資金監査報告書」 

又は 

訂正内容の状況について報告する 

「訂正に係る政治資金監査報告書」 

 

 で確認した結果を報告 

収支報告書提出後に生じた事情 

政治資金監査人の対応 

（注）領収書等亡失等一覧表は、政治資金監査報告書の一部をなす書面であり、「政治資金監査

において、登録政治資金監査人に対し会計責任者等が示した書類」に該当しない。 

なし 

[①政治資金監査報告書の記載誤り] [②領収書等の再発行等] 

[③収支報告書の訂正] 
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[① 政治資金監査報告書の記載誤り]

 政治資金監査の対象となった事実に変更はないが、政治資金監査報告書の記載誤り等に

より、登録政治資金監査人が政治資金監査報告書の訂正を行おうとする場合、会計責任者

において政治資金監査報告書の見え消し・追記等による訂正を行うことは適当ではない。

 この場合、登録政治資金監査人が訂正理由及び訂正箇所を明らかにした訂正願に訂正後

の政治資金監査報告書を添えて、国会議員関係政治団体に提出し、当該訂正願の提出を受

けた会計責任者が総務省又は都道府県選挙管理委員会に訂正後の政治資金監査報告書を提

出することが適当である。

参照 参考資料９ 政治資金監査報告書の訂正について

[② 領収書等の再発行等]

会計責任者が政治資金監査報告書とともに収支報告書を総務省又は都道府県選挙管理委

員会に提出した後、領収書等亡失等一覧表に記載されていた支出に係る領収書等が再発行

された場合等、収支報告書自体には変更がないものの、支出の内容を証する書面に変更が

生じる場合、政治資金監査の時点の政治資金監査の対象となった事実に変更はないため、

政治資金監査報告書の訂正を行うことはできない。

しかしながら、通常の政治資金監査に準じて登録政治資金監査人の確認を受け、確認を

受けたことを証する書面を提出することは差し支えない。

この場合、当該確認の結果については、その確認した日付で、政治資金監査マニュアル

の記載例に準じて、表題を「訂正後の支出状況に係る政治資金監査報告書」とした書面を

作成し、国会議員関係政治団体に報告することが適当である。

また、この「訂正後の支出状況に係る政治資金監査報告書」は、既に提出された政治資

金監査報告書とともに収支報告書と併せて閲覧又は写しの交付の対象となる。

参照 Ｑ＆Ａ Ⅶ-10 政治資金監査報告書の内容変更

[③ 収支報告書の訂正]

会計責任者が政治資金監査報告書とともに収支報告書を総務省又は都道府県選挙管理委

員会に提出した後、収支報告書の支出の内容に係る訂正がある場合、国会議員関係政治団

体が当該訂正内容について、登録政治資金監査人の確認を自主的に受けることが適当であ

る。

この確認は、収支報告書の訂正の時点又はその後において、当該訂正後の支出全体の状

況又は当該訂正内容について、通常の政治資金監査と同様の方法により実施することが適

当である。

その結果については、
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・訂正後の支出全体の状況について確認した場合、政治資金監査マニュアルの記載例に

準じて、表題を「訂正後の支出状況に係る政治資金監査報告書」とした書面 
・訂正内容について確認した場合、「訂正に係る政治資金監査報告書」 
 
のいずれかを作成して国会議員関係政治団体に報告することが適当である。 

 なお、政治資金監査報告書と政治資金監査の対象となった収支報告書の対応関係を明ら

かにするため、登録政治資金監査人は、政治資金監査報告書の一部を構成するものとして

政治資金監査で確認した収支報告書の写し（支出に限る。）を添付することとして差し支

えない。 
 
参照 参考資料８ 政治資金監査を受けた収支報告書の訂正について 
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次のいずれかの団体をいう。 

ア 政治上の主義若しくは施策を推進し、支持し、又はこれに反対することを本来の目的

とする団体 

イ 特定の公職の候補者を推薦し、支持し、又はこれに反対することを本来の目的とする

団体 

ウ 政治上の主義若しくは施策を推進し、支持し、又はこれに反対することをその主たる

活動として組織的かつ継続的に行う団体 

エ 特定の公職の候補者を推薦し、支持し、又はこれに反対することをその主たる活動と

して組織的かつ継続的に行う団体 

 

※ 次に掲げる団体は、政治団体とみなされている。 

 Ａ 政治上の主義又は施策を研究する目的を有する団体で、衆議院議員若しくは参議院

議員が主宰するもの又はその主要な構成員が衆議院議員若しくは参議院議員である

もの 

 Ｂ 政治資金団体 

【参考条文】法第３条第１項、第５条第１項 

 

 

 

 

 政治資金規正法上、政治団体のうち次のいずれかに該当するもの（他の政党（政党の届

出をしたものに限る。）に所属している国会議員が所属している政治団体を除く。）をい

う。 

ア 当該政治団体に所属する国会議員を５人以上有するもの 

イ 次のいずれかの選挙における当該政治団体の得票総数が当該選挙における有効投票の

総数の２／100 以上であるもの 

ａ 直近において行われた衆議院の総選挙における小選挙区選出議員の選挙 

ｂ 直近において行われた衆議院の総選挙における比例代表選出議員の選挙 

ｃ 直近において行われた参議院の通常選挙における比例代表選出議員の選挙 

ｄ 直近において行われた参議院の通常選挙における選挙区選出議員の選挙 

ｅ 直近において行われた参議院の通常選挙の直近において行われた参議院の通常選

挙における比例代表選出議員の選挙 

ｆ 直近において行われた参議院の通常選挙の直近において行われた参議院の通常選

挙における選挙区選出議員の選挙 

【参考条文】法第３条第２項 

 

８ 用語解説 

①  政治団体とは     

②  政党とは     
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政党のために資金を援助することを目的とし、政党が１団体に限り指定することができ、

当該政治資金団体として届出がされているものをいう。 

【参考条文】法第５条第１項第２号、第６条の２ 

公職の候補者が、その者が代表者である政治団体のうちから、１団体に限りその者のた

めに政治資金の拠出を受けるべき政治団体として指定したものをいう。 

【参考条文】法第 19 条第１項 

政治資金規正法上、アに該当する者（イ及びウに該当する者を含む。）をいう。 

ア 公職（衆議院議員、参議院議員並びに地方公共団体の議会の議員及び長の職をいう。

以下同じ。）の選挙において、公職選挙法の規定により、候補者として届出があった者

又は届出により候補者となった者

イ 公職の候補者となろうとする者

ウ 公職にある者（現職）

【参考条文】法第３条第４項、公職選挙法第３条、第 86 条、第 86 条の２、第 86 条の３、

第 86 条の４ 

政治資金規正法上、社会通念上の概念より広く、金銭、物品その他の財産上の利益（お

よそそれを受ける者にとって財産的価値のある一切のもの）の収受をいう。ただし、次に

掲げる方法による運用のため供与し、又は交付した金銭等（元本）の当該運用に係る当該

金銭等（元本）に相当する金銭等の収受は除く。 

ア 銀行その他の金融機関への預金又は貯金

イ 以下の証券又は債券（政治資金規正法上、「国債証券等」と定義されている。）の取

得

・ 国債証券

・ 地方債証券

・ 政府保証債券

・ 銀行、農林中央金庫、株式会社商工組合中央金庫又は全国を地区とする信用金庫連

合会の発行する債券（いわゆる金融債）

※ 外国の政府等が発行する国債証券等は含まれないと解されている。

⑤ 公職の候補者とは

⑥ 収入とは

③ 政治資金団体とは

④ 資金管理団体とは
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ウ 金融機関の信託業務の兼営等に関する法律の認可を受けて信託業務を営む金融機関へ

の金銭信託で元本補てんの契約のあるもの

※ 政治資金規正法上、政治団体はその有する金銭等を、公職の候補者はその者が政党か

ら受けた政治活動に関する寄附その他の政治資金に係る金銭等を上に掲げる方法以外の

方法で運用してはならないとされている。

【参考条文】法第４条第１項、第８条の３

金銭及び有価証券をいう。 

【参考条文】法第４条第１項、令第２条 

 どのような名称であるかにかかわらず、政治団体の党則、規約その他これらに相当する

ものに基づく金銭上の債務の履行として当該政治団体の構成員が負担するもの。 

※ 政治資金規正法の規定を適用するに当たっては、法人その他の団体が負担する党費又

は会費は、寄附とみなすこととされている。

【参考条文】法第４条第２項、第５条第２項

 金銭、物品その他の財産上の利益の供与又は交付で、党費又は会費その他債務の履行と

してされるもの以外のものをいう。 

※ ⑧の※に留意。

【参考条文】法第４条第３項 

 政治団体に対してされる寄附又は公職の候補者の政治活動（選挙運動を含む。）に関し

てされる寄附をいう。 

※ 政治団体に対してされる寄附は、その名義いかんを問わず、また、当該政治団体の政

治活動に関してなされたものであると否とを問わず、すべて「政治活動に関する寄附」

に該当するとされている。

【参考条文】法第４条第４項

⑧ 党費又は会費とは

⑨ 寄附とは

⑩ 政治活動に関する寄附とは

⑦ 金銭等とは
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金銭、物品その他の財産上の利益の供与又は交付をいう。ただし、⑥のアからウまでに

掲げる方法による運用のためにする金銭等（元本）の供与又は交付は除く。 

【参考条文】法第４条第５項 

 対価を徴収して行われる催物で、当該催物の対価に係る収入の金額から当該催物に要す

る経費の金額を差し引いた残額を当該催物を開催した者又はその者以外の者の政治活動

（選挙運動を含む。これらの者が政治団体である場合には、その活動）に関し支出するこ

ととされているものをいう。 

【参考条文】法第８条の２ 

次に掲げる書面をいう。

ア 政治団体の代表者若しくは会計責任者と意思を通じて当該政治団体のために寄附を受

けた者が、会計責任者に提出しなければならないとされている次の事項を記載した書面

寄附をした者の氏名、住所及び職業、当該寄附の金額及び年月日 

イ 政治団体の代表者若しくは会計責任者と意思を通じて当該政治団体のために支出をし

た者が、会計責任者に提出しなければならないとされている次の事項を記載した書面

支出を受けた者の氏名及び住所、当該支出の目的、金額及び年月日 

ウ 政治団体のために寄附のあっせんをした者が、会計責任者に提出しなければならない

とされている次の事項を記載した書面

当該寄附をした者及び当該寄附のあっせんをした者の氏名、住所及び職業、当該寄附

の金額及び年月日、当該寄附のあっせんに係る金額及びこれを集めた期間 

エ 政治団体のために政治資金パーティーの対価の支払いのあっせんをした者が、会計責

任者に提出しなければならないとされている次の事項を記載した書面

当該対価の支払をした者及び当該対価の支払のあっせんをした者の氏名、住所及び職

業、当該支払われた対価の金額及び年月日、当該対価の支払のあっせんに係る金額及び

これを集めた期間 

【参考条文】法第 10 条

 特定の政治団体又は公職の候補者のために政治活動に関する寄附を集めて、これを当該

政治団体又は公職の候補者に提供することをいう。 

【参考条文】法第 10 条第２項 

⑪ 支出とは

⑫ 政治資金パーティーとは

⑬ 明細書とは

⑭ 寄附のあっせんとは
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 特定の政治団体のために政治資金パーティーの対価として支払われる金銭等を集めて、

これを当該政治団体に提供することをいう。 

【参考条文】法第 10 条第３項 

政治資金規正法上、当該支出の目的、金額及び年月日を記載した領収書その他の支出を

証すべき書面をいう。

【参考条文】法第 11 条第１項 

 政治資金規正法上、金融機関が作成した振込みの明細書であって当該支出の金額及び年

月日を記載したものをいう。 

【参考条文】法第 11 条第２項 

 政治資金規正法上、政治資金パーティーのうち、当該政治資金パーティーの対価に係る

収入の金額が 1,000 万円以上であるものをいう。 

※ 政治団体以外の者で、特定パーティーになると見込まれる政治資金パーティーを開催

するもの及び特定パーティーを開催したものは、政治団体とみなされる。

【参考条文】法第 12 条第１項第１号ヘ、第 18 条の２第１項

収支報告書と併せて領収書等の写しを提出することとなっているが、領収書等を徴し難

い事情があった場合に収支報告書と併せて提出する、当該領収書等を徴し難かった事情並

びに支出の目的、金額及び年月日を記載した書面をいう。 

【参考条文】法第 12 条第２項、規則第 10 条第２項 

⑲の書面及び振込明細書に係る支出目的書をいう。

【参考条文】法第 12 条第２項、第 19 条の 11 第１項、規則第 10 条第２項

⑯ 領収書等とは

⑮ 政治資金パーティーの対価の支払のあっせんとは

⑱ 特定パーティーとは

⑰ 振込明細書とは

⑲ 領収書等を徴し難かった支出の明細書とは

⑳ 領収書等を徴し難かった支出の明細書等とは
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振込明細書の写しを提出する際に併せて提出する支出の目的を記載した書面をいう。 

なお、国会議員関係政治団体の会計責任者は、振込明細書がある場合、政治資金監査を

受けるまでの間に、支出目的書を作成しなければならない。 

【参考条文】法第 12 条第２項、法第 19 条の 11、規則第 10 条第２項 

 資金管理団体の届出をした公職の候補者が、公職の候補者である間に政党から受けた政

治活動に関する寄附に係る金銭等の全部又は一部に相当する金銭等を当該資金管理団体に

取り扱わせるため当該資金管理団体に対してする寄附をいう。 

【参考条文】法第 19 条の４ 

次に掲げるものをいう。 

ア 国会議員に係る公職の候補者が代表者である政治団体

イ 寄附金控除制度の適用を受ける政治団体のうち、特定の国会議員に係る公職の候補者

を推薦し、又は支持することを本来の目的とする政治団体

ウ 政党の支部で、国会議員に係る選挙区の区域又は選挙の行われる区域を単位として設

けられるもののうち、国会議員に係る公職の候補者が代表者であるもの

【参考条文】法第 19 条の７、租税特別措置法第 41 条の 18 第１項第４号

 

 収支報告書に係る人件費以外の経費の支出のうち当該収支報告書と併せて提出しなけれ

ばならない領収書等の写しに係る支出以外の支出（人件費以外の経費で1万円以下の支出）

に係る領収書等の写しをいう。 

※ 領収書等の写しは、領収書を徴し難い事情がある場合は領収書等を徴し難い支出の明

細書、振込みによって支出した場合は振込明細書の写し及び当該振込明細書に係る支出

目的書を含む。

【参考条文】法第 19 条の 16 第１項

㉒ 特定寄附とは 

㉔ 国会議員関係政治団体に係る少額領収書等の写しとは 

㉑ 支出目的書とは 

㉓ 国会議員関係政治団体とは 
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平成２０年１０月３１日 

政治資金適正化委員会 

収支報告書等の記載方法等に関する見解 

 収支報告書等の記載等に関し、政治団体から問い合わせの多い事例として政治資金課

から報告があったものについて当委員会において検討を行った結果、以下のものについ

ては簡易な記載方法を認めることが適当である。 

 この際、所管庁においては、Ⅰ及びⅡの記載方法等について、簡易な記載方法を認め

ることを含め、その取り扱いを検討の上、政治団体への周知を図られたい。 

 なお、各政治団体における今後の運用状況を踏まえつつ、引き続き記載方法のさらな

る簡略化について検討することが必要である。 

Ⅰ．前払式証票等による支払いのうち、交通事業者が運営する電子マネーについては、 

現金をチャージし、交通費として使用する場合に限り、チャージした時点で支出した

金額等のみを「その他の経費」に計上する方法。 

Ⅱ．後払い式電子マネー等による支払いのうち、ＥＴＣカードによる支払いについては、

通常のクレジットカードと異なり、高速道路料金の支払いに限定されていることから、

カード会社に支出した（口座振替時等）時点で支出した金額等のみを「その他の経費」

に計上する方法。 
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会計帳簿の記載事項に関する政治資金監査上の取扱

いについて 

１．制度の概要 

政治団体の会計責任者は、会計帳簿を備え、これにすべての支出

並びに支出を受けた者の氏名及び住所（支出を受けた者が団体であ

る場合には、その名称及び主たる事務所の所在地）並びにその支出

の目的、金額及び年月日を記載しなければならないこととされてい

る（法第９条第１項）。 

２．会計帳簿への住所記載に当たっての問題点 

会計帳簿の記載事項のうち、特に住所の記載については、政治団

体の会計実務の観点から以下の問題点が指摘されている。 

（１）住所の記載については、支出を受けた者が団体である場合に

は主たる事務所（本社と解されている）の所在地を記載すること

とされているが、主たる事務所の所在地の特定が困難な場合があ

る（直営店かフランチャイズ店かの判断等）。 

（２）支出を受けた者の住所の記載が領収書にない場合等、住所の

特定が極めて困難な場合がある（コインパーキングや個人タクシ

ーの領収書等）。 
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３．問題点への対応（政治資金監査上の取扱い） 

 

会計帳簿への住所記載に当たっての問題点に対する対応として、

政治資金監査においては以下のとおり取り扱うことが適当である。 

 

（１）主たる事務所の所在地について 

会計帳簿への住所の記載については、外形的・定型的監査とい

う政治資金監査の性格を踏まえれば、会計帳簿に記載された当該

住所が主たる事務所（本社）の所在地であるかどうかについてま

で登録政治資金監査人が政治資金監査において確認することは困

難である。したがって、会計帳簿に記載された住所が主たる事務

所（本社）の所在地であるか否かにかかわらず、いずれかの住所

が記載されていれば政治資金監査においては記載不備とは扱わな

いこととする。 

 

（２）住所の特定が困難な場合について 

会計帳簿への住所の記載に当たっては、領収書等に支出を受け

た者の住所の記載がない等の理由により、会計帳簿に記載すべき

住所が外形的に明らかでない場合であっても、法の規定に基づき、

可能な範囲で調査の上、会計帳簿への住所の記載に努めることが

求められている。しかしながら、事実上又は社会通念上住所を特

定することが困難であると客観的に判断される場合には、以下の

例のように住所不明又は住所の記載の一部省略の記載とすること

もやむを得ず、この場合、政治資金監査においては記載不備とは

扱わないこととする。 
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（例） 

支 出 の 目 的 
金 額 年 月 日 

支出を受け 

た者の氏名 
備 考 

項 目 摘 要 

１ 経常経費 

(1)人件費 

(2)光熱水費 

(3)備品・消耗品

費 

(4)事務所費 

２ 政治活動費 

(1)組織活動費 

(2)選挙関係費 

(3)機関紙誌の

発行その他

の事業費

ア 機関紙

誌 の発行

事業費 

イ 宣伝事

業費 

ウ 政治資

金 パーテ

ィ ー開催

事業費 

エ その他

の事業費 

(4)調査研究費 

(5)寄附・交付金 

(6)その他の経

費

コインパーキ

ング駐車代

タクシー代

書籍購入費 

1,200 

1,680 

3,853 

H21.6.20 

H21.10.21 

H21.2.3 

○○パーク

○○タクシー

○○ Book Store

東京都港区赤坂以下不明 

住所不明（個人タクシーのため） 

アメリカ合衆国ニューヨーク州

以下不明 

支 出 の 総 額 
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収支報告書等の記載方法について（クレジットカード

を利用した場合） 

昨年１０月、収支報告書等の記載等に関し、政治団体から問い合

わせが多く寄せられた事例のうち、交通事業者が運営する電子マネ

ー及びＥＴＣカードについては、簡易な記載方法を認めることが適

当である旨の見解を当委員会として示したところである。 

当委員会では、政治団体からの意見等も踏まえ、クレジットカー

ドを利用した場合の記載方法の簡略化についてさらなる検討を行っ

た結果、クレジットカードが現金と同等に広く利用され、支払いま

での期間が比較的短期であること、また、クレジットカードを利用

した際に発行される書面が領収書として一般に認知されていること

等を踏まえ、以下のとおり簡易な記載方法を認めることが適当であ

ると考えるので、所管庁においては、その取扱いを検討されたい。 

○クレジットカードにより、物品やサービス等を購入した時点で、

支出の目的ごとに支出額を計上する。

○実際の現金の流れを補足するため、「備考」欄にクレジットカード

支払である旨、口座振替時点等の情報を記載するのが望ましい。

○なお、口座振替の利用は「領収書等を徴し難い事情」に該当する

ものであるが、この場合、「領収書等を徴し難かった支出の明細書」

に記載する扱いとはせずに、クレジットカードを利用した際に発

行される書面を領収書等として取り扱うこととしても差し支えな

いものと考える。

支出簿

項目 摘要
２　政治活動費

(1)組織活動費 食事代 50,000 H21.1.20 ○○店
クレジットカードによる支払
H21.3.10　○○カード

(3)機関紙誌の
発行その他の
事業費

会議室借上代 30,000 H21.1.25 ○○ホテル
クレジットカードによる支払
H21.3.10　○○カード

合計 80,000

支出の目的
金額 年月日

支出を受け
た者の氏名

備考
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支出項目の区分の分類について 

１．支出項目の区分の分類基準 

○支出項目の区分の分類については、政治資金規正法施行規則にお

いて定められており、経常経費として人件費、光熱水費、備品・

消耗品費、事務所費に、政治活動費として組織活動費、選挙関係

費、機関紙誌の発行その他の事業費、調査研究費、寄附・交付金、

その他の経費に分類することとされている。

○政治資金規正法施行規則においては、各支出項目について、例示

も含め、別紙のとおり分類基準が示されている。

２．支出項目の区分の分類に当たっての基本的考え方 

○政治団体の会計責任者等は、物品やサービスがどのような目的で

必要なのかを把握し、分類基準に従い、支出の目的に応じた支出

項目に分類する。支出により得た物品やサービスが外形的に同じ

ものであったとしても、当該物品やサービスがどのような目的で

必要であったか等により経常経費と政治活動費の区分を含め分類

される項目は異なることに留意する必要がある。

○支出項目の区分の分類に当たっては、まずは、経常経費と政治活

動費のいずれに当てはまるのかを区分する。

経 常 経 費：政治団体が団体として存続していくために恒常的に

必要な経費 

政治活動費：政治上の主義、施策の推進等や公職の候補者の推薦

等の政治活動を行っていくための活動に要する経費 

○経常経費に区分すべきもののうち、人件費、光熱水費及び備品・

消耗品費に区分しがたいものについては、すべて事務所費に分類

することとなる。したがって、事務所費には、事務所の借料損料

（地代、家賃）等に限らず、政治団体が団体として存続していく

ために恒常的に必要な管理運営的経費も計上することとなる。

○複数の支出の目的を有し、支出の目的に応じて分類することが事

実上困難な経費については、便宜上、複数の支出の目的のうち、

主たる目的と判断される支出項目に一括して計上することとして

差し支えない。
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○その他の経費には、組織活動費、選挙関係費、機関紙誌の発行そ

の他の事業費、調査研究費、寄附・交付金以外のもので経常経費

にも属さない一切の経費が該当する。
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３．Ｑ＆Ａ（政治団体から疑義が寄せられたもの） 

○以下は、支出項目の区分の分類について、政治団体から疑義が寄

せられたものについて、標準的な分類例を示したものである。

○支出項目の区分の分類については、政治団体の判断により、支出

の目的に応じて分類すべきものであり、以下の標準的な分類例以

外の分類が認められないものではない。

番号 質 問 回 答 
1 人件費にはどこまでの範囲の経費を計上

できるのか。 

人件費に計上すべき支出は、政治団体の職

員（機関紙誌の発行その他の事業に従事す

る者を除く。）に支払われる給料、報酬、

扶養手当・通勤手当・住居手当その他の諸

手当の類及び健康保険料・労働保険料その

他の各種保険料の類であり、基本的には賃

金台帳に記載されるものと政治団体が使

用者として負担する社会保険料等が該当

する。 

2 政治団体の職員の福利厚生費はどの項目

に分類すべきか。 

手当として政治団体の職員個人に支出す

るものは人件費に計上し、例えば事務所に

おける飲食に要した経費など手当以外の

ものについては、すべて事務所費に計上す

る。 

3 法人向け文具配送サービスなど、支出項目

が異なる物品が一括して請求される場合

はどのように計上すべきか。 

物品ごとに支出の目的に応じたそれぞれ

の支出項目に分類の上、計上する必要があ

る。 

なお、領収書等の取扱いについては領収書

等に内訳等の必要事項を付記し、必要枚数

複写し、保管する方法がある。 

4 駐車場代やガソリン代等支出の目的に応

じて分類することが困難な場合はどうし

たらよいか。 

支出の目的に応じて分類することが事実

上困難な場合は、ガソリン代であれば備

品・消耗品費に、駐車場代であれば事務所

費に一括して計上することとして差し支

えない。 

なお、利用実態に応じて政治活動費のいず

れかの項目に一括計上することも可能。 

5 レタックス、インターネット回線料などの

通信費はどの項目に分類すべきか。

支出の目的に応じて分類することが事実

上困難な場合は、事務所費に一括して計上

することとして差し支えない。 

なお、利用実態に応じて政治活動費のいず

れかの項目に一括計上することも可能。 

6 旅費や交通費はどの項目に分類すべきか。 支出の目的に応じ、事務所費又は政治活動

費のいずれかの項目に分類する。 

7 高速道路等通行料はどの項目に分類すべ

きか。 

支出の目的に応じ、事務所費又は政治活動

費のいずれかの項目に分類する。 

8 ごみ処理費はどの項目に分類すべきか。 事務所費に分類する。 
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9 登録政治資金監査人に対する監査報酬は

どの項目に分類すべきか。 

事務所費に分類する。 

10 弁護士や公認会計士に対する顧問料はど

の項目に分類すべきか。 

事務所費に分類する。 

11 研修講師への謝礼はどの項目に分類すべ

きか。 

支出の目的に応じ、事務所費又は政治活動

費のいずれかの項目に分類する。 

12 雇用関係にない者に対する支出はどの項

目に分類すべきか。 

雇用関係にない者としていかなる者を想

定しているのかが必ずしも明らかではな

いが、例えばインターンやボランティアに

対する支出であれば、支出の目的に応じ、

事務所費又は政治活動費のいずれかの項

目に分類する。 

13 印鑑や名刺の作成費はどの項目に分類す

べきか。 

支出の目的に応じ、備品・消耗品費又は政

治活動費のいずれかの項目に分類する。 

14 水道の浄水器はどの項目に分類すべきか。 備品・消耗品費に分類する。 

15 政治団体職員のための寮としてアパート

を賃借している場合はどの項目に分類す

べきか。 

政治団体がアパートを借り上げて賃料を

支払っている場合は事務所費に分類する。 

なお、職員に対し住宅手当として支払って

いる場合には人件費に計上する。 

16 政治家の政治資金パーティーの会費はど

の項目に分類すべきか。 

組織活動費の渉外費に分類する。 

17 各種団体の年会費はどの項目に分類すべ

きか。 

組織活動費の渉外費に分類する。 

なお、当該団体への加入目的が調査研究目

的に限定されている場合には調査研究費

に計上することも考えられる。 

18 慶弔費はどの項目に分類すべきか。 組織活動費の交際費に分類する。 

19 ＯＡ機器等に係る経費はどの項目に分類

すべきか。 

ＯＡ機器等の購入費であれば、備品・消耗

品費に分類する。 

なお、ＯＡ機器等のリース料であれば、事

務所費に計上することも考えられる。 

20 事務所用として日常的に使用している自

動車に係る経費（ガソリン代、自動車税、

各種保険料等）はどの項目に分類すべき

か。 

事務所費に分類する。 

21 街宣車に係る経費（ガソリン代、自動車税、

各種保険料等）はどの項目に分類すべき

か。 

街宣車の場合は使用の目的が限定される

ため、機関紙誌の発行その他の事業費の宣

伝事業費に分類する。 

22 振込手数料はどの項目に分類すべきか。 振込の目的に応じて分類する。ただし、目

的ごとに分類することが困難な場合は事

務所費に一括計上することも可能。 

23 パソコンソフト等に係る経費はどの項目

に分類すべきか。 

パソコンソフト等の購入費であれば、備

品・消耗品費に分類する。 

なお、パソコンソフト等をダウンロードに

より購入した場合は、事務所費に計上する

ことも考えられる。 
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（別紙） 

支出項目の分類基準 

経常経費 政治団体が団体として存続していくために恒常的に必要な経

費 

人件費 政治団体の職員（機関紙誌の発行その他の事業に従事する者

を除く。）に支払われる給料、報酬、扶養手当・通勤手当・住

居手当その他の諸手当の類及び健康保険料・労働保険料その

他の各種保険料の類 

光熱水費 電気、ガス、水道の使用料及びこれらの計器使用料等 

備品・消耗品費 机、椅子、ロツカー、複写機、自動車（事務所用に限る。）等

の備品の類及び事務用用紙、封筒、鉛筆、インク、事務服、

新聞、雑誌、ガソリン等の消耗品の類の購入費 

事務所費 事務所の借料損料（地代、家賃）、公租公課、火災保険金等の

各種保険金、電話使用料、切手購入費、修繕料その他これら

に類する経費で事務所の維持に通常必要とされるもの 

政治活動費 政治上の主義、施策の推進、支持、反対又は公職の候補者の

推薦、支持、反対等の政治活動を行っていくための活動に要

する経費 

組織活動費 当該政治団体の組織活動に要する経費（選挙に関するものを

除く。）で、例えば、大会費、行事費、組織対策費、渉外費、

交際費の類 

選挙関係費 選挙に関して支出される経費で、例えば、公認推薦料、陣中

見舞その他選挙に関して行われる政治活動に要する経費の類 

機関紙誌の発行その

他の事業費 

（ア）機関紙誌の発行事業費

機関紙誌の発行に従事する者に支払われる給与、材料費、印

刷費、荷造発送費、原稿料その他機関紙誌の発行に要する経

費

（イ）宣伝事業費

機関紙誌の発行以外の政策の普及宣伝に要する経費（選挙に

関するものを除く。）で、例えば、遊説費、新聞・ラジオ・テ

レビの広告料、ポスター・ビラ・パンフレットの作成費、宣

伝用自動車の購入・維持費の類

（ウ）政治資金パーティー開催事業費

政治資金パーティーの開催に要する経費で、例えば、会場借

上費、記念品代、講演諸経費の類

（エ）その他の事業費

上記の（ア）、（イ）及び（ウ）以外の諸事業に要する経費

調査研究費 政治活動のために行う調査研究に要する経費で、例えば、研

修会費、資料費、書籍購入費、翻訳代の類 

寄附・交付金 政治活動に関する寄附、賛助金、当該政治団体の本部又は支

部に対して供与した交付金、負担金の類 

その他の経費 その他上記以外の政治活動に要する経費 
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領収書等の記載事項に関する政治資金監査上の取扱いについて 

 

 
１．政治資金規正法上の取扱い 

 
   政治資金規正法上の領収書等には、支出の目的、金額及び年月日の３事項が

記載されている必要があり、これら３事項が記載されていない領収書等につい

ては、政治資金規正法上の領収書等に該当しない（政治資金規正法第１１条第

１項）。 

  

２．領収書等の記載事項に関する政治資金監査上の取扱いについて 

 

  政治資金監査マニュアルでは、領収書等に３事項が記載されているかを確認

し、３事項に欠ける領収書があった場合には、その旨を指摘するとともに、会

計責任者等において領収書等の発行者に対し記載の追加や再発行を要請するな

ど、３事項を記載した領収書等を備えるよう求めることとしている。 

   

３．３事項が記載されていない領収書等の政治資金監査上の取扱いについて 

 

備えるよう求めても、なお、３事項を記載した領収書等がない場合は、当該

支出を領収書等亡失等一覧表に記載するよう会計責任者に求める。 

 
ただし、支出の目的が記載されていないため政治資金規正法上の領収書等に

該当しない領収書等が存在する支出については、例えば、会計帳簿に支出の目

的が食事代と記載されている支出について、当該支出に係る領収書等の発行者

に飲食店の名称が記載されている場合など、発行者情報を含む領収書等の記載

事項と会計帳簿の記載事項との整合性がとれている場合は、領収書等亡失等一

覧表に記載しないこととする。 

 

なお、支出の目的をはじめとする会計帳簿の記載事項と発行者情報を含む領

収書等の記載事項との整合性がとれているかどうか判断がつかない場合は、政

治資金適正化委員会に照会するものとする。 

平成２１年９月８日開催　平成２１年度第３回委員会資料
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政治資金監査報告書の記載例の追加について 
 

 

○ 収支報告書に支出が計上されていない政治団体の場合 

 
  収支報告書に支出が計上されていない政治団体については、支

出が計上されていないことを明確にしておくため、政治資金規正

法上、当該団体の支出に係る書類として、会計帳簿を備え、収支

報告書を提出することとされている。 

このため、当該政治団体に対する政治資金監査としては、会計

帳簿と収支報告書に支出が計上されていないことの確認を行うこ

ととなり、その場合の政治資金監査報告書の記載例は、別紙のと

おりである。 
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（別紙） 

収支報告書に支出が計上されていない場合 

 

 

政治資金監査報告書 

 

平成×年×月×日 

 

○○○○（国会議員関係政治団体名） 

代表 ○○ ○○ 殿 

登録政治資金監査人 ○○ ○○  ○印

登 録 番 号 第 ×××× 号 

研 修 修 了 年 月 日 平成×年×月×日 

 

１ 監査の概要 

（１）私は、政治資金規正法（以下「法」という。）第１９条の１３第１項の規定に基づき、

○○○○（国会議員関係政治団体名）の平成×年×月×日から平成×年×月×日まで

の法第１２条第１項に規定する報告書（※１）並びに当該報告書に係る会計帳簿、明

細書、領収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書（以下「会

計帳簿等の関係書類」という。）について、支出に関する政治資金監査を行った。 

（２）この政治資金監査は、法第１９条の１３第２項に定めるところにより政治資金適正

化委員会が定める「政治資金監査に関する具体的な指針」（以下「政治資金監査マニュ

アル」という。）に基づき行った。 

（３）私の責任は、外部性を有する第三者として、国会議員関係政治団体の会計責任者の

作成した会計帳簿等の関係書類について、政治資金監査マニュアルに基づき政治資金

監査を行った結果を報告することにある。 

（４）この政治資金監査は、○○○○（国会議員関係政治団体名）の主たる事務所（※２）

において行った。 

 

２ 監査の結果 

私が実施した政治資金監査の結果は、以下のとおりである。 

（１）法第１９条の１３第２項第１号に規定する事項について、会計帳簿が保存されてい

た。 

なお、政治資金監査の対象期間においては、○○○○（国会議員関係政治団体名）

に係る支出はなく、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び

振込明細書は存在しなかった。 

（２）法第１９条の１３第２項第２号に規定する事項について、会計帳簿には、当該国会
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議員関係政治団体に係るその年における支出の状況が記載され、かつ、当該国会議員

関係政治団体の会計責任者が当該会計帳簿を備えていた。 

（３）法第１９条の１３第２項第３号に規定する事項について、法第１２条第１項に規定

する報告書（※１）は、会計帳簿に基づいて支出の状況が表示されていた。 

（４）法第１９条の１３第２項第４号に規定する事項について、領収書等を徴し難かった

支出の明細書等は、存在しなかった。 

 

３ 業務制限 

○○○○（国会議員関係政治団体名）と私との間には、法第１９条の１３第５項の規

定に違反する事実はない。 

また、○○○○（国会議員関係政治団体名）と政治資金監査の業務を補助した使用人

その他の従業者との間においても、同様である。 

以  上 

 

 

（※１）政治団体が解散等したときに提出する収支報告書の場合は、「法第１７条第１項に 

規定する報告書」とすること。 

 

（※２）（略） 
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政治資金監査報告書の記載について 
 

 政治資金監査報告書は、政治資金監査マニュアルに基づいて行った政治資金監査の概要及び結

果並びに業務制限に該当するか否かを簡潔明瞭に記載することとしているが、以下の点に留意し

て記載することが適当である。 

 

Ⅰ 「１ 監査の概要」 
 １ 「１ 監査の概要」(1)及び(3)の政治資金監査の対象書類の記載について 

 「１ 監査の概要」(1)及び(3)の政治資金監査の対象書類については、制度上政治資金

監査の対象となる書類や会計責任者の作成・徴取義務がかかる書類をその有無を含め確認

したことを明確にする観点から、当該書類の有無にかかわらず、記載例にある書類「当該

収支報告書並びに当該収支報告書に係る会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し

難かった支出の明細書等及び振込明細書」をすべて記載すること。 

 

Ⅱ 「２ 監査の結果」 

政治資金監査報告書記載例(1)～(3)のいずれの例による場合でも、監査報告書中｢２ 監査の

結果｣は、政治資金監査において確認した会計帳簿等の関係書類の保存の実態に応じ、以下に

基づき記載すること。 

１ 「２ 監査の結果」(1)の保存書類の記載について 

「２ 監査の結果」(1)の保存書類については、政治資金監査において保存されている

ことを確認した書類の名称を記載すること。 

また、当該国会議員関係政治団体の支出の状況により、法の規定上、保存又は作成する

必要がなかった書類がある場合は、その旨を記載することが望ましいものであること。 

なお、「領収書等を徴し難かった支出の明細書等」とは、領収書等を徴し難かった支出

の明細書及び振込明細書に係る支出目的書をいう（法第１９条の１１第１項）ことに留意

すること。また、領収書等を徴し難かった支出の明細書又は振込明細書に係る支出目的書

のいずれかしか存在しない場合には、当該保存されている書類を記載することが望ましい

ものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(例１）領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書が存在しなかった場合 

（１）法第１９条の１３第２項第１号に規定する事項について、会計帳簿、明細書及

び領収書等が保存されていた。 

なお、政治資金監査の対象期間においては、○○○○（国会議員関係政治団体

名）に係る領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書を必要とする

支出はなく、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書は存在しな

かった。 

（例２）振込明細書に係る支出目的書が存在し、領収書等を徴し難かった支出の明細 

書が存在しなかった場合 

（１）法第１９条の１３第２項第１号に規定する事項について、会計帳簿、明細書、

領収書等、振込明細書に係る支出目的書及び振込明細書が保存されていた。 

なお、政治資金監査の対象期間においては、○○○○（国会議員関係政治団体

名）に係る領収書等を徴し難かった支出の明細書を必要とする支出はなく、領収

書等を徴し難かった支出の明細書は存在しなかった。 
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２ 「２ 監査の結果」(3)の収支報告書の支出の基礎となる書類の記載について 

  「２ 監査の結果」(3)の収支報告書の支出の基礎となる書類については、政治資金監

査において、当該書類に基づき収支報告書に支出の状況が表示されていることを確認した

書類の名称を記載すること。 

   なお、「２ 監査の結果」(1)で保存されていることを確認した書類と一致すること。 

 

 

 

 

 

３ 「２ 監査の結果」(4)の領収書等を徴し難かった支出の明細書等に関する記載について 

 「２ 監査の結果」(4)の領収書等を徴し難かった支出の明細書等に関する記載につい

ては、領収書等を徴し難かった支出の明細書等が存在しなかった場合には、その旨を記載

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 「収支報告書に支出が計上されていない政治団体の場合」の記載について 

収支報告書に支出が計上されていない政治団体については、支出が計上されていないこ

とを明確にしておくため、政治資金規正法上、会計帳簿を備え、収支報告書を提出するこ

ととされており、当該政治団体に対する政治資金監査としては、会計帳簿と収支報告書に

支出が計上されていないことの確認を行うこととなるが、この場合の監査報告書中「２ 

監査の結果」は、以下の記載例によること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（例） 

（１）法第１９条の１３第２項第１号に規定する事項について、会計帳簿が保存され

ていた。 

なお、政治資金監査の対象期間においては、○○○○（国会議員関係政治団体

名）に係る支出はなく、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細

書等及び振込明細書は存在しなかった。 

（２）法第１９条の１３第２項第２号に規定する事項について、会計帳簿には、当該

国会議員関係政治団体に係るその年における支出の状況が記載され、かつ、当該

国会議員関係政治団体の会計責任者が当該会計帳簿を備えていた。 

（３）法第１９条の１３第２項第３号に規定する事項について、法第１２条第１項に

規定する報告書（※１）は、会計帳簿に基づいて支出の状況が表示されていた。 

（４）法第１９条の１３第２項第４号に規定する事項について、領収書等を徴し難か

った支出の明細書等は、存在しなかった。 

（例）上記１（例２）の場合 

（３）法第１９条の１３第２項第３号に規定する事項について、法第１２条第１項に

規定する収支報告書は、会計帳簿、明細書、領収書等、振込明細書に係る支出目

的書及び振込明細書に基づいて支出の状況が表示されていた。 

（例）上記１（例１）の場合 

（４）法第１９条の１３第２項第４号に規定する事項について、領収書等を徴し難か

った支出の明細書等は、存在しなかった。 

（例）上記１（例２）の場合 

（４）法第１９条の１３第２項第４号に規定する事項について、振込明細書に係る支

出目的書は、会計帳簿に基づいて記載されていた。 

なお、領収書等を徴し難かった支出の明細書は、存在しなかった。 
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５ 領収書等を徴し難かった支出の明細書等又は領収書等亡失等一覧表の記載不備等があっ

た場合の記載について 

政治資金監査報告書において、政治資金監査報告書記載例(3)の別記に記載する取扱いと

なるが、具体的な記載については、統一的な運用を図る観点から、政治資金適正化委員会に

照会すること。 
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政治資金監査を受けた収支報告書の訂正について 

 
１．収支報告書提出後の訂正における問題の所在 
 
政治資金監査制度の導入に伴い、国会議員関係政治団体は、収支報告書の

提出にあたっては、すべての支出について登録政治資金監査人による政治資金
監査を受け、政治資金監査報告書を併せて提出することとされたところである。 
一方、収支報告書提出後における政治団体の申出による訂正については、

政治資金規正法上、特段の定めはなく、総務省及び各都道府県選挙管理委員
会の判断で運用上認める取扱いとされているが、政治資金監査制度が導入さ
れた趣旨に照らすと、国会議員関係政治団体に係る収支報告書の訂正につい
ては、以下のような点が指摘されている。 
 
（１）登録政治資金監査人による確認を受けていない支出の存在 

収支報告の適正の確保のため、登録政治資金監査人による政治資金監査
が導入されたが、提出後の収支報告書について、政治団体の申出のみで収
支報告書の支出に係る訂正が行われる場合は、登録政治資金監査人による
確認を受けていない支出が収支報告書に記載されることとなり、また、そ
のことが国民の目に明らかにされないこととなる。 

（２）政治資金監査報告書と政治資金監査の対象となった収支報告書の対応
関係の明確性 

政治資金監査報告書と政治資金監査の対象となった収支報告書とは、政
治資金監査報告書の日付における記載内容において一対一の対応関係に立
つものである。しかし、政治資金監査報告書の日付以降に収支報告書の支
出に係る訂正が行われる場合は、政治資金監査報告書と収支報告書の対応
関係に齟齬を生じさせることとなる。 

 
２．収支報告書提出後の訂正における登録政治資金監査人による確認について 
 
収支報告書提出後の訂正における政治資金監査の取扱いについては、政治

資金規正法上規定されていないが、支出の内容に係る訂正がある場合には、
国会議員関係政治団体が、収支報告書の訂正内容について登録政治資金監査
人の確認を自主的に受けることが、収支報告の適正の確保と透明性の向上を
図る観点から適当であると考える。 
しかしながら、現状では、国会議員関係政治団体が登録政治資金監査人の

確認を自主的に受けたことを証する書面を提出しようとしても、その場合の
方法や取扱いが明らかでないことから、従来どおりの手続きにより収支報告
書の訂正が行われている状況にある。 
今後、１（１）の問題意識を踏まえ、支出内容に係る訂正がある場合に、

国会議員関係政治団体から、収支報告書の訂正の時点又はその後において、
当該訂正後の支出全体の状況又は当該訂正内容について、登録政治資金監査
人による確認を受け、確認を受けたことを証する書面が提出された場合には、
訂正の申出先である総務省又は都道府県選挙管理委員会においては、既に提
出された政治資金監査報告書と同様に、収支報告書と併せて閲覧・写しの交
付の対象とすることが適当である。 
登録政治資金監査人においては、この確認は、政治資金監査と同様の方法に

より実施することとし、その結果については、訂正後の支出全体の状況につい
て確認した場合は、政治資金監査マニュアルの記載例に準じて、表題を「訂正
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後の支出状況に係る政治資金監査報告書」とした書面を作成し、訂正内容につ
いて確認した場合は、別紙の記載例に従って、「訂正に係る政治資金監査報告
書」を作成し、国会議員関係政治団体に対して、報告することとすることが適
当である。 
なお、上記の確認を行う場合、訂正後の関係書類の記載状況の確認結果が、

通常の記載例に当てはまらない場合には、「訂正後の支出状況に係る政治資金
監査報告書」又は「訂正に係る政治資金監査報告書」の記載方法について、政
治資金適正化委員会に確認すること。 
 
 また、１（２）の問題意識を踏まえると、政治資金監査報告書と政治資金
監査の対象となった収支報告書の対応関係を明らかにするため、登録政治資
金監査人は、政治資金監査報告書の一部を構成するものとして政治資金監査
で確認した収支報告書の写し（支出に限る。）を添付することとして差し支え
ないものと考える。 
 
上記の取扱いについて総務省自治行政局選挙部においては、各都道府県選

挙管理委員会にも周知を図られたい。 
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（別紙） 

訂正に係る政治資金監査報告書 
 

平成×年×月×日 

   （※１） 

 

○○○○（国会議員関係政治団体名） 

代表 ○○ ○○ 殿 

 

登録政治資金監査人 ○○ ○○  ○印
登 録 番 号 第 ×××× 号    

研 修 修 了 年 月 日 平成×年×月×日 

 

○○○○（国会議員関係政治団体名）の平成×年に係る政治資金規正法第

１２条第１項に規定する報告書（※２）に係る下記（※３）の訂正内容及び

当該訂正に伴う合計の増減額については、会計帳簿、明細書、領収書等、領

収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書に基づいて支出の状況

が表示されていることを確認しました。 

 

記 

 

訂正箇所 訂正前 訂正後 

   

※１ 訂正に係る政治資金監査報告書の日付は、登録政治資金監査人が自ら
の責任において訂正内容の確認が終了したと判断したときの日付を記載
すること。 

※２ 政治団体が解散等したときに提出する収支報告書の場合は、「政治資金
規正法第１７条第１項に規定する報告書」とすること。 

※３ 「記」の表に代えて、別紙として訂正箇所を明らかにした収支報告書
の写しを添付することも可能であり、この場合は「下記」ではなく「別
紙」とすること。 
  

訂正に係る政治資金監査報告書記載例 

（１）支出に係る訂正箇所があった場合に、当該訂正に係る支出についてすべて

確認できる 

 

場合 
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（別紙） 

訂正に係る政治資金監査報告書 
 

平成×年×月×日 

   （※１） 

 

○○○○（国会議員関係政治団体名） 

代表 ○○ ○○ 殿 

 

登録政治資金監査人 ○○ ○○  ○印
登 録 番 号 第 ×××× 号    

研 修 修 了 年 月 日 平成×年×月×日 

 

○○○○（国会議員関係政治団体名）の平成×年に係る政治資金規正法第

１２条第１項に規定する報告書（※２）に係る下記（※３）の訂正内容及び

当該訂正に伴う合計の増減額については、当該訂正に係る支出について、会

計帳簿には、○○（※４）の記載不備が一部に見られたものの、会計帳簿、

明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書

に基づいて支出の状況が表示されていることを確認しました。 

記 

 

訂正箇所 訂正前 訂正後 

   

※１ 訂正に係る政治資金監査報告書の日付は、登録政治資金監査人が自ら
の責任において訂正内容の確認が終了したと判断したときの日付を記載
すること。 

※２ 政治団体が解散等したときに提出する収支報告書の場合は、「政治資金
規正法第１７条第１項に規定する報告書」とすること。 

※３ 「記」の表に代えて、別紙として訂正箇所を明らかにした収支報告書
の写しを添付することも可能であり、この場合は「下記」ではなく「別
紙」とすること。 

※４ 支出を受けた者の氏名及び住所並びにその支出の目的、金額及び年月
日等の会計帳簿の記載事項の種類を記載すること。 

  

訂正に係る政治資金監査報告書記載例 

（２）支出に係る訂正箇所があった場合に、当該訂正に係る支出について、会計

帳簿に記載不備がある場合 
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（別紙） 

訂正に係る政治資金監査報告書 
 

 

平成×年×月×日 

   （※１） 

 

○○○○（国会議員関係政治団体名） 

代表 ○○ ○○ 殿 

 

登録政治資金監査人 ○○ ○○  ○印
登 録 番 号 第 ×××× 号    

研 修 修 了 年 月 日 平成×年×月×日 

 

○○○○（国会議員関係政治団体名）の平成×年に係る政治資金規正法第

１２条第１項に規定する報告書（※２）に係る下記（※３）の訂正内容及び

当該訂正に伴う合計の増減額については、（別記）を除き、会計帳簿、明細書、

領収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書に基づい

て支出の状況が表示されていることを確認しました。 

 

記 

 

訂正箇所 訂正前 訂正後 

   

 
（別記）（※４） 
 
（１）別添の「領収書等亡失等一覧表」（※５） 
（２）支出の状況を確認できる書類が存在しない人件費（×件、計××××

円） 
（３）○○○○（国会議員関係政治団体）に対して発行されたとは認められ

ない名称が領収書等のあて名に記載されていると判断されるもの 
  （××月××日・××費・××××円） 
  ・ 領収書等のあて名に記載されていた名称 
    ○○○○○○ 

訂正に係る政治資金監査報告書記載例 

（３）支出に係る訂正箇所があった場合に、当該訂正に係る支出について、 

領収書等の徴収漏れ又は亡失等がある場合 
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※１ 訂正に係る政治資金監査報告書の日付は、登録政治資金監査人が自ら
の責任において訂正内容の確認が終了したと判断したときの日付を記載
すること。 

※２ 政治団体が解散等したときに提出する収支報告書の場合は、「政治資金
規正法第１７条第１項に規定する報告書」とすること。 

※３ 「記」の表に代えて、別紙として訂正箇所を明らかにした収支報告書
の写しを添付することも可能であり、この場合は「下記」ではなく「別
紙」とすること。 

※４ （２）及び（３）については、該当するものがある場合に記載するこ
と。記載例に加え、特に記載する必要があると判断した事項がある場合
には、政治資金適正化委員会に照会すること。 

※５ 訂正に係る支出について、領収書等の徴収漏れ又は亡失により支出の
状況が確認できなかったものがある場合、これらの支出の一覧表（「領収
書等亡失等一覧表」）の提出を会計責任者に求め、訂正に係る政治資金監
査報告書に添付すること。 
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政治資金監査報告書の訂正について 
 
 
 
 

 会計責任者が政治資金監査報告書を提出した後、政治資金監査時点の政治

資金監査の対象となった事実に変更はないが、政治資金監査報告書の記載誤

り等により、登録政治資金監査人が政治資金監査報告書の訂正を行おうとす

る場合の取扱いについて登録政治資金監査人等から問い合わせが寄せられて

いる。 

 

 この場合、会計責任者が政治資金監査報告書の見え消し・追記等により訂

正を行うことは適当ではなく、登録政治資金監査人は訂正理由及び訂正箇所

を明らかにした訂正願に訂正後の政治資金監査報告書を添えて、国会議員関

係政治団体に提出し、当該訂正願の提出を受けた国会議員関係政治団体の会

計責任者が、総務省又は都道府県選挙管理委員会の所定の手続きによって訂

正を申し出、訂正後の政治資金監査報告書を提出する取扱いとすることが適

当である。 

訂正願の例は別添のとおりであるので、参考にされたい。 
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（別紙） 

訂 正 願 
 

 

平成×年×月×日 

 

 

○○○○（国会議員関係政治団体名） 

代表 ○○ ○○ 殿 

 

登録政治資金監査人 ○○ ○○  ○印  

  

 

平成○年分の収支報告書に係る平成○年○月○日付けの政治資金監査報告

書について、下記理由により訂正の必要が生じたことから、別添のとおり訂

正したいのでよろしくお願いします。 

 

記 

 

訂正理由 
 

訂正箇所 別添政治資金監査報告書の下線部分のとおり。 
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参考資料 

 政治資金監査に関するＱ＆Ａ（平成 22 年 9 月以降の改定・追加分） 

 

  

Ⅶ-７ 収支報告書の写しの添付 
Ｑ 政治資金監査報告書を作成するに当たっては、政治資金監査において

確認した収支報告書の内容が明らかとなるように、その写しとともに冊

子として綴じる等の措置を講じても差し支えないか。 

Ａ  政治資金監査報告書と政治資金監査の対象となった収支報告書の対応

関係を明らかにするため、登録政治資金監査人が、政治資金監査報告書

の一部を構成するものとして政治資金監査で確認した収支報告書の写し 

（支出に限る。）を添付することとしても差し支えありません。 

なお、当該収支報告書の写しは、政治資金監査報告書の一部を構成す

るものとして、閲覧又は写しの交付の対象となることになります。 
（平成 22 年度第５回委員会資料５） 

 

 
 

Ⅶ-10 政治資金監査報告書の内容変更 
Ｑ 領収書等亡失等一覧表に記載していた支出に係る領収書が再発行され

た等、収支報告書を提出した後の事情変更によって当該収支報告書自体

には変更はないものの支出の内容を証する書面に変更が生じる場合、政

治資金監査報告書の内容を変更するにはどうしたらよいか。 

Ａ お尋ねの場合は、政治資金監査時点の政治資金監査の対象となった事

実に変更はないので、政治資金監査報告書を訂正することはできません

が、政治資金監査を受けた収支報告書の訂正の場合に準じて、登録政治

資金監査人の確認を受け、確認を受けたことを証する書面を提出するこ

とは差し支えありません。なお、当該確認は、事情変更後の支出全体の

状況について、登録政治資金監査人が通常の政治資金監査に準じた方法

により行い、その結果については、その確認した日付で、政治資金監査

マニュアルの記載例に準じて、表題を「訂正後の支出状況に係る政治資

金監査報告書」とした書面を作成し、国会議員関係政治団体に報告する

ことが適当です。 

また、この「訂正後の支出状況に係る政治資金監査報告書」は、既に

提出された政治資金監査報告書とともに収支報告書と併せて閲覧又は写

しの交付の対象となります。 
（平成 22 年度第６回委員会資料３） 
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Ⅶ-11 平成２３年東北地方太平洋沖地震による被害を受けた国会

議員関係政治団体に係る政治資金監査報告書の記載方法 
Ｑ 平成２３年東北地方太平洋沖地震による災害により、政治団体が会計

帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等又は

振込明細書のうち、その一部を滅失し、収支報告書には会計責任者が事

実を確認できる支出のみが記載され、収支報告書に記載されていない支

出がある場合、政治資金監査報告書ではどのように記載すべきか。 

Ａ  「平成２３年東北地方太平洋沖地震による災害により、政治団体が会

計帳簿等関係書類の全部又は一部を滅失又は紛失等した場合の収支報告

書の提出については、事実を確認できる支出についてのみ記載すること

とする。この場合において、いわゆる罹災証明の添付等を求める必要は

ないが、完全に記載できない理由を宣誓書に記載する取扱いとすること

が適当であること。」という通知が政治資金課から出されたところであ

る。 

 国会議員関係政治団体の支出のうち、平成２３年東北地方太平洋沖地

震による災害により会計責任者においてその事実を確認することができ

ず、収支報告書に記載されていない支出がある場合には、政治資金監査

報告書において、「Ⅶ．政治資金監査報告書 ２．政治資金監査報告書

記載例（３）」の別記に記載することが適当です。 

 なお、別記の記載例は下記のとおりです。 

 

 
 
 
 

（平成 23 年度第 1 回委員会資料３） 

 

Ⅴ-38 お祭りの屋台等における領収書等の徴収 
Ｑ お祭りの屋台や移動型の軽食店など定型の領収書等の用紙を備えてい

ないお店から物品を購入した場合、当該支出については、領収書等を徴

し難い事情があると認められるのか。 

Ａ 購入店に定型の領収書等の用紙を備えていない場合でも、購入店にお

いて任意の用紙に領収書等の３事項（支出の目的、金額、年月日）等の

記載を求めるなどの方法により、領収書等を徴することができます。し

たがって、購入店に定型の領収書等の用紙を備えていないことのみをも

って、領収書等を徴し難い事情があるとは認められません。 
（平成 23 年度第２回委員会資料２） 

 

（別記） 

 会計責任者が、収支報告書に記載されていないとしている支出。 
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●通し番号の入力と名寄せ 
・ 通し番号とは、同一者からの複数回にわたる寄附やパーティー収入があった場合、分割払いのような数回

にわたる支出があった場合など、年間の寄附額やパーティー収入額、１件あたりの支出額などを名寄せして、

ソフト内で収支報告書の明細の記載基準に該当するか否かを自動的に判定するために必要な番号のこと。 

・ 「通し番号で名寄せ」ボタンをクリックすると、同一の通し番号が付されているものを 

自動的に名寄せし、小計が追加される。 

●収入・支出同額計上 
・ 物品による寄附、事務所や労務の無償提供など、金銭以外のものによる寄附や支出があった場合には、実

際の現金の出入りを伴わないので、収入・支出にそれぞれ同額を計上して繰越額に影響が出ないように記載。 

・ このような場合、収入（又は支出）に必要事項を入力した後に「収入・支出同額計上」ボタンをクリック

すると、同内容の明細が支出（又は収入）に自動的に転記される。 

■お問合せについて

 

会計帳簿・収支報告書作成ソフトのご利用に係るお問合せ窓口として、政治資金業務共同利用センター（ヘ

ルプデスク）を設置しています。ソフトの操作方法や利用方法が分からないときやソフトが正常に動作しない

などのお問合せは、下記窓口までご連絡ください。

【ソフトの操作方法、利用方法に係るお問合せ】 
電話による受付窓口03-5638-5945 

1月～5月：毎日9:00～24:00    6月～12月：月曜日から金曜日9:00～17:00（祝日法に定める休日を除く） 

【ソフトの動作異常に係るお問合せ】 
電話による受付窓口03-5638-5949 

1月～5月：毎日9:00～24:00    6月～12月：月曜日から金曜日9:00～17:00（祝日法に定める休日を除く） 

※ お問合せの回答や以降の連絡を円滑にするために、受付担当者は下記の項目についてお聞きしますのでご了承

ください。

お問合せいただいた方のご氏名 
政治団体名 
連絡先電話番号 
お問合せいただいたソフトの名称 

政治資金規正法に係るお問合せは、総務省政治資金課または各都道府県の選挙管理委員会までお問合せくださ

い。 

総務省選挙部政治資金課 

電話番号 03-5253-5578 

受付時間月曜日から金曜日 9:00～17:00（祝日法に定める休日および 12 月 29 日～翌年1 月3 日を除く 

政治資金業務共同利用センター（ヘルプデスク）

政治資金規正法に係るお問い合わせ

その他
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